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　　【調査目的】 　『第２次新居浜市男女共同参画計画～ともにいきいき新居浜プラン２１～』の
中間見直しにあたり、男女共同参画に関する意識や意向、ニーズを把握し、今後
の施策展開の参考とするため。

　　【調査対象】 　市内に居住する20歳以上の個人(住民基本台帳記載者及び外国人登録者)　
計1,000人

　　【有効回答数】 413人（有効回収率41.3%）

　　【調査期間】 2014年11月1日～20日

　　【回答者プロフィール】
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ー報告書の見方ー 

 (1) 集計は、小数点第2位を四捨五入しています。したがって、数値の合計が100.0 ％にならない場合があります。 

 (2) 基数となるべき実数（ｎ）は、各設問の回答者数を示し、比率算出の基数です。したがって、複数回答の設問 

    はすべての比率を合計すると100.0 ％を超えることがあります。 

 (3) 図表中の選択肢の表記は、場合によっては語句を一部簡略化しています。 

 (4) クロス集計の図表については、表側となる設問に「無回答」がある場合、これを表示いたしておりません。 

        ただし、全体の件数には含めてありますので、各分析項目の件数の合計が、全体の件数と一致しない場合が 

        あります。 
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就業の状況 

 女性41.3% 、男性65.9% が就業している。常勤率は男性87.7% に対し、女性は60.6% となっている。 

女性の33.8% が専業主婦であり、5年間で1.5% 減少し、共働き世帯は40.6% と3.3ポイント増加してい 

る。徐々にではあるが、女性の職場への進出が進んでいる。 
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「男女共同参画社会」について 

 今回の意識調査から新たに調査項目としている。「男女共同参画社会」という言葉の認知度は37.5%  

となっている。男性が女性より10.1 ポイント高くなっている。愛媛県では「県民生活に関する世論調 

査」において同様の調査を実施しているが、25年度では「知っている」は35.5% となっている。 
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男女共同参画社会とは 

  「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機 

 会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、 

 共に責任を担うべき社会」です。 

２ 
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そう思う・やや思う人の割合

 「社会全体」において、男女の地位は平等になっているか聞いたところ、「男性の方が非常に優遇さ 

れている」「どちらかといえば男性の方が優遇されている」の合計は69.5% 、「平等」は12.1% 、 

「女性の方が非常に優遇されている」「どちらかといえば女性の方が優遇されている」の合計は4.9%  

となっている。「平等」であると回答があったもので、女性（7.9% ）、男性(17.9%) と10ポイントの 

開きがある。 
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男女の生き方や家庭生活、子どもなどに関する考え、意識 

 「男性は仕事、女性は家庭」という考え方について聞いてみたところ、「そう思う」「どちらかとい 

えばそう思う」との回答は25.0% 、「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」との回答は 

69.0% であった。過去15年間の調査と比較すると、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」との 

回答はおおよそ半減となっている。 
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固定的性別役割分担とは 

 男女を問わず個人の能力等によって役割の 

分担を決めることが適当であるにもかかわら 

ず、男性、女性という性別を理由として、役 

割を固定的に分けることをいいます。 

 「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な 

業務・女性は補助的業務」等は固定的な考え 

方により、男性・女性の役割を決めている例 

です。 

３ 

無回答 

無回答 
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 家庭での男性・女性の役割分担について聞いたところ、「平等にする」が、家事（25.9% ）・育児 

（36.8% ）・介護（52.2% ）となっている。１０年間の変化を見ると、男女が役割を平等に負担する 

割合は、「家事」が16.4 ポイント、「育児」が25.3 ポイント、「介護」が31.9 ポイント増加してい 

る。特に「家事」については、「主に男性」の割合がわずかではあるが増えている。 
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子どもの教育 

 子どもにどんな教育を受けさせたいか聞いたところ、男子は４年制大学の理系（43.8% ）、女子 

は４年生大学の文系（25.4% ）が多くなっている。 

 １０年間の変化を見たところ、男子は４年生大学の理系が7.1ポイントの増、高等学校が5ポイン 

トの増、短期大学（高専含む）の理系が8.6 ポイントの減となっている。女子は、４年生大学の理系 

が5.5ポイントの増、短期大学（高専含む）が8.2ポイントの減となっている。 
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が実現した社会とは 

 国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活など 

においても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会 

(1)  就労による経済的自立が可能な社会 

   経済的自立を必要とする者、とりわけ若者がいきいきと働くことができ、かつ、経済的に自立可能な働き 

   方ができ、結婚や子育てに関する希望の実現などに向けて、暮らしの経済的基盤が確保できる。 

(2)  健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会 

   働く人々の健康が保持され、家族・友人などとの充実した時間、自己啓発や地域活動への参加のための時 

   間などを持てる豊かな生活ができる。 

(3)  多様な働き方・生き方が選択できる社会 

   性や年齢などにかかわらず、誰もが自らの意欲と能力を持って様々な働き方や生き方に挑戦できる機会が 

   提供されており、子育てや親の介護が必要な時期など個人の置かれた状況に応じて多様で柔軟な働き方が 

   選択でき、しかも公正な処遇が確保されている。  

 



仕事について 

 職場において仕事の内容や待遇面で女性に対してあったことを聞いたが、全体意見の上位６項目 

は、次のグラフのとおりとなっている。女性の意見上位3項目は、「賃金の男女格差」、「昇進、昇 

給の男女格差」、「有給休暇、育児・介護休暇が取りにくい」となっている。男性には「男性に比べ 

女性の採用が少ない」、「配置場所が限られる」の意見が多い。 
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 責任ある役職に就きたいか聞いてみたところ、「就きたい」（43.7% ）、「就きたくない」 

（50.2% ）となっている。５年前と比較すると、「就きたい」と答えた男性は4.3 ポイント、女性 

は2.7 ポイント増加している。 

ポジティブ・アクションの必要性 

(1) 高い緊要度 

 女性の参画は徐々に増加しているものの、他の先進国と比べ低い水準であり、その差は拡大している。 

 必要な範囲において、ポジティブ・アクションを進めていくことが必要 

(2) 実質的な機会の平等の確保 

 固定的性別役割分担意識に関し偏見が根強いことから、男女の置かれた社会的状況には、個人の能力・ 

 努力によらない格差があり、実質的な機会の平等の確保が必要 

(3) 多様性の確保 

 女性を始めとする多様な人材の発想や能力の活用は、組織・運営の活性化や競争力の強化等に寄与する 

４ 



 ここ５年間に職場や日常生活においての不愉快な経験（ハラスメント）について聞いたところ、 

男性82.1% 、女性70.0% が「特になし」「無回答」であった。 

 経験があるとの回答では、「無視するなど不快な態度を取られた」、「人前で人格、能力を否定 

する言葉を言われた」、「「女（男）のくせに」「女（男）だから」と差別的な言い方をされた」 

が多い意見だった。 
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１．参加している ２．参加していない 

 社会活動に参加しているか聞いたところ、40.2% の方が「参加している」と回答があった。１０ 

年前と比較すると１６ポイント増加している。どんな活動に参加しているか聞いたところ、「自治 

会・ＰＴＡ等の活動」「趣味・学習・スポーツ活動」「ボランティア・福祉活動」「環境・まちづ 

くりの活動」「防災・防犯などの活動」に多く参加していた。 
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ハラスメントとは 

 他者に対する発言・行動等が本

人の意図には関係なく、相手を不

快にさせたり、尊厳を傷つけた

り、不利益を与えたり、脅威を与

えることを指します。「ハラスメ

ント」というと「セクハラ」が広

く知られていますが、近年、パワ

ハラ、マタハラ、モラハラなど

「○○○・ハラスメント」という

言葉を聞く機会が増えています。 

男女の性差関係なく、誰でも自覚

なしに加害者や被害者となる可能

性があり、「自分と他者の感覚や

価値観の違い」に配慮することが

大切です。 
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市政運営について 
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 女性の意見や考え方が市政運営に反映されているか聞いたところ、「十分反映している」「ある 

程度反映している」が32.7% 、「あまり反映されていない」「反映されていない」が22.1% 、 

「どちらともいえない」が40.4% であった。反映されていない理由としては、「社会のしくみが女 

性に不利」、「男性の意識、理解が足りない」「女性議員が少ない」、「自治会や各種団体の長に 

女性が少ない」が挙げられている。 
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 市の施政方針決定の場である審議会や委員会に女性が参画する 

割合の目標は何％することが望ましいか聞いたところ、 

５０％（40.0% ）、４０％（26.4% ）、３０％(22.0%)  

であった。 

（平成26年4月現在：29.2% ） 

 女性の社会参画に必要なことは何か聞いたところ、回答が多い順に「お互いパートナーとして理 

６ 
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お互いパートナーとして理解し協力すること 

仕事と家庭の両立ができるようなサービスの充実を図る 

固定的な役割についての社会通念、慣習等をなくす 

子どものときから男女平等について教える 

就労において、性別による待遇の差がないようにする 

 女性の社会参画に必要なことは何か聞いたところ、回答が多い順に「お互いパートナーとして理 

解し協力すること」（男性60.7% ：女性60.0% ）、「仕事と家庭の両立ができるようなサービスの 

充実を図る」（男性37.0% ：女性43.8% ）、「固定的な役割についての社会通念、慣習等をなく 

す」（男性44.5% ：女性31.3% ）、「子どものときから男女平等について教える」（男性27.7%  

：女性32.9% ）、「就労の場において、性別による待遇の差がないようにする」（男性24.3% ： 

女性26.7% ）であった。 

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）について 

 配偶者や恋人から暴力を受けた経験があるか聞いたところ、「まったくない」、「配偶者や恋人 

はいない」との回答及び「無回答」の３５３人を除く６０人が何らかの暴力を受けていると回答が 

あった。受けた暴力の内容は「精神的な暴力」が多くなっている。 
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精神的暴力を受けた 

医師の治療が必要ではない程度の身体的暴力を受けた 

命の危険を感じるくらいの身体的暴力を受けた 

性的暴力を受けた 

経済的暴力を受けた 

医師の治療が必要となる身体的暴力を受けた 

男性 n=10  

女性 n=50  

配偶者からの暴力とは 

 「配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものを 

いう。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受け 

た後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き 

続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。」としています。 

７ 



 配偶者や恋人などからの暴力の被害に対して、知っている相談機関や窓口を聞いたところ、「警 

察」（74.6% ）、「市民相談」（50.1% ）、「弁護士・弁護士会」（33.7% ）、「人権擁護委員 

・民生委員」（32.9% ）の順となっている。 
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配偶者暴力相談支援センター 

警察 

県の機関 

市民相談 

婦人相談所 

弁護士・弁護士会 

法務局 

人権擁護委員・民生委員 

どれも知らない 

その他 

 

配偶者暴力相談支援センターとは 

     配偶者暴力相談支援センターでは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、 

  ・相談や相談機関の紹介 

  ・カウンセリング 

  ・被害者及び同伴者の緊急時における安全の確保及び一時保護 

  ・自立して生活することを促進するための情報提供その他の援助 

  ・被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他の援助 

  ・保護命令制度の利用についての情報提供その他の援助 

 を行います。 

   

  ※事前に電話で連絡した上で、相談等に行くことをお勧めします。 



女性 男性 

ワーク・ライフ・バランスについて 

女性 男性 

仕事優先 

12.9%  

仕事優先 

43.9%  

家事優先 

34.6%  

家事優

先 

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ 

優先 

4.6%  

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ 

優先 

8.1%  

仕事･家事 

優先 

16.3%  

仕事･家

事 

優先 

6.9%  

仕事･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

1.7%  

仕事･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

13.9%  

家事･ 

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

15.0%  

家事･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

6.4%  

両立 

5.4%  両立 

6.9%  

無回答 

9.6%  

無回答 

11.0%  

 

現状 

理想 

無回答 

9.6%  

無回答 

11.6%  

両立 

42.5

%  

両立 

41.6

% 家事･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

24.2%  家事･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優

先 

11.6%  

仕事･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

12.7%  

仕事･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

5.0%  

仕事･家事優先 

5.8%  

仕事･家事優先 

2.9%  

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

11.3%  

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ優先 

13.9%  

家事優先 

1.7%  

仕事優先 

1.2%  

家事優先 

4.2%  

仕事優先 

0.4%  

 生活の中で、仕事・家事・プライベートの時間の優先度について「現状」と「理想」について聞 

いたところ、男性は「仕事優先」が、女性は「家事優先」が一番多い。「理想」は、男性、女性と 

もに両立したいと考えている。 
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２０１０年 

今回 

１．うまくできている ２．ややできている 

３．あまりできていない ４．まったくできていない 

５．わからない 無回答 

 ワーク・ワイフ・バランスを 

実現できているか聞いたところ、 

「うまくできている」、「やや 

できている」との回答は43.3%  

であった。5年前と比較したとこ 

ろ20.5 ポイント減少している。 

８ 



現 状 必要性 

十分取り 

組んでいる 

12.2%  

取り組んでい

るが不十分 

24.9%  

あまり取り組んでいない 

29.1%  

全く取り 

組んでない 

10.3%  

必要ない 

4.7%  

わからない 

13.1%  

無回

答 

5.6%  
積極的に 

取り組むべき 

29.6%  

ある程度 

取り組むべき 

46.0%  

現状のままで 

問題なし 

18.3%  

取り組む必要なし 

0.9%  無回答 

 5.2%  

 職場でのワーク・ライフ・バランスの現状と今後の必要性について聞いたところ、「十分取り組 

んでいる」ところは12.2% に過ぎない状況にあり、３/４の方が、今後「積極的に取り組むべき」、 

「ある程度取り組むべき」と回答をしている。 
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男 女 

家事・育児・介護など家庭での役割を男性も担いやすくな 

り、女性の負担が少なくなる 

仕事を持つ男女が、子どもとかかわる時間が増え、安心し 

て子どもを産み育てることができる 

自己啓発や趣味の時間が増え、能力も高めたり、満足感を 

得たりすることができる 

長時間労働が減り、心身の健康に良い影響を及ぼす 

労働時間や働き方の柔軟性などの仕事と家庭の両立環境

や、子育て環境が整い、少子化の進行を防ぐことができる 

人口の減少が進行する中、女性や高齢者など多様な人材が 

活用できるようになり、労働力不足の解消につながる 

 ワーク・ライフ・バランスを推進していくことで「プラス効果」と思うことを聞いたところ、 

「家事・育児・介護の女性の負担の軽減」、「子どもへ関われる時間の増加」、「自己啓発や趣味 

の満足感の増加」、「長時間労働の抑制」、「両立環境・子育て環境の整備の促進」、「女性や高 

齢者など多様な人材の活用促進」が、多数意見であった。 

男性 女性 



新居浜市の男女共同参画社会の実現に向けて 

全体 

女性 

 これからの新居浜市の男女共同参画社会の実現に向けて、どうしていくべきか聞いたところ、 

「このまま進めて欲しい」（27.8% ）、「さらにいろいろなことに取り組んでほしい」（63.7% ） 

と90% 以上の方が取組の促進を希望している。性別で見ると、「さらにいろいろなことに取り組ん 

でほしい」は、女性の方が14.1 ポイント多くなっている。 

このまま

進めてほ

しい 

     

27.8%  

このまま 

進めてほしい 

36.4%  

このまま 

進めてほしい 

21.7%  

さらにいろいろなことに 

取り組んでほしい 

63.7%  

さらにいろいろなことに 

取り組んでほしい 

55.5%  

さらにいろいろなことに 

取り組んでほしい 

69.6%  

取り組む必要はない 

1.9%  

取り組む必要はない 

2.9%  

取り組む必要はない 

1.3%  

無回

答 

無回答 

5.2%  無回答 

7.5%  

男性 

男女共同参画週間とは 

   男女が、互いにその人権を尊重しつつ喜びも責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を 

十分に発揮することができる男女共同参画社会の形成に向け、男女共同参画社会基本法（平成11年6月23日 

法律第78号）の目的及び基本理念に関する国民の理解を深めるため、平成13年度より毎年6月23日から 

6月29日までの1週間 を「男女共同参画週間」としています。 

   本市では、これとは別に平成12年8月5日の男女共同参画都市宣言を記念して、毎年8月1日から8月7日までの

1週間を「男女共同参画週間」とし、公民館における講座、ロビー展、「女性フォーラム」等により啓発を行っ

ています。 

９ 



 新居浜市の男女共同参画社会の実現を目指して、どのような施策を進めるべきか聞いたところ、 

「仕事をしながら育児や介護を行えるシステムづくり」（男性73.4% ：女性77.9% ）が一番望ま 

れており、次に「保育施設の充実などの子育て支援」が男性（55.5% ）：女性（59.2% ）、「女 

性の就労条件改善など企業に対する啓発」（男性37.0% ：女性40.8% ）、「男女共同参画に関す 

る幅広い情報の提供」（男性38.2% ：女性37.1% ）となっている。 
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保育施設の充実などの子育て支援 

女性の就労条件改善など企業に対する啓発 

男女共同参画に関する幅広い情報の提供 

講演会、シンポジウム等の開催による学習機会の提供 

男性の家庭参加についての学習機会の提供 

女性相談（ＤＶ・家庭生活・職業など）窓口の充実 

就職に向けた講座開設等の就業支援 

地域づくり、起業などチャレンジしたい女性への支援 

自主的な学習活動、ボランティア団体の活動支援 

学校での男女平等の推進 

市の審議会の女性委員を増やす 

その他 

仕事をしながら育児や介護を行えるシステムづくり 



女と男（ひととひと）ともにいきいき新居浜宣言 

 

わたくしたち女と男（ひととひと）は 

心をひらき 心をつないで 

認め合い 

支え合い 

磨き合って 

自分らしく いきいきと暮らせる 

ふるさと新居浜を 

ともに つくるため 

ここに「男女共同参画都市」 

を宣言します 

 

平成12年8月5日 新居浜市 

 

 

（201５年3月） 
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